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Ⅰ 調査の概要 

１ 調査の目的 

   男女共同参画社会の実現に向け、市民の生活・職業に対する男女の意識を調査し、新し

い男女共同参画プランの基礎資料とすることを目的に実施しました。 

 

２ 調査の内容 

⑴ 男女共同参画の言葉について 

⑵ 家庭生活について 

⑶ 職業について 

⑷ 女性の人権について 

⑸  男女共同参画について 

 

３ 調査の方法 

 ⑴ 調査対象  帯広市に住所を有する２０歳以上の男女 

⑵ 標本数   ２，１００人（男女各１，０５０人） 

⑶ 抽出方法  性別・年代別無作為抽出 

⑷ 調査方法  メール便による調査票の発送、郵便回収 

⑸ 調査時期  平成２０年７月 1５日～７月３１日 

 

４ 回収結果 

 ⑴ 回収数     ７０５人（３４．８％、前回 平成１６年 ２５．２％） 

⑵ 有効発送数 ２，０２７人 

 ⑶ 調査不能数    ７３人（転居先不明等による配達不能） 

 

５ 回答者の属性 

⑴ 男女別回答数 

 回答数 比   率 

男 性 ２８８ ４０．９％ 

女 性 ４１７ ５９．１％ 

 

⑵ 年齢別回答数 

 回答数 比   率 

２０～２９歳 ７２ １０．２％ 

３０～３９歳 ９０ １２．８％ 

４０～４９歳 １０１ １４．３％ 

５０～５９歳 １３０ １８．４％ 

６０歳以上 ３１２ ４４．３％ 
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⑶ 既婚・未婚別回答数 

 回答数 比   率 

結婚している ４４５ ６３．１％ 

結婚していない １４９ ２１．１％ 

離別または死別 １０４ １４．８％

無回答   ７ １．０％

 

⑷ 家庭形態別回答数（既婚者のみ） 

 回答数 比   率 

共働き １６０ ３６．０％ 

共働きでない ２３６ ５３．０％ 

その他  ２４ ５．４％ 

無回答  ２５ ５．６％ 

 

⑸ 職業別回答数 

 回答数 比   率 

農林漁業  １１  １．６％ 

商工サービス業   ３５  ５．０％ 

自

営

業 自由業   ２２   ３．１％ 

民間会社・工場等 ２４３ ３４．５％ 雇

用

者 公務員、教員  ４１  ５．８％ 

主 婦 １６８ ２３．８％ 無

職 その他無職（学生含む） １５６ ２２．２％ 

その他  １１ １．６％ 

無回答   １８ ２．６％ 

 

６ 回答率の見方 

 ⑴ 回答率は少数第２位を四捨五入しました。このため、個々の比率の合計が１００．０％   

にならない場合があります。 

⑵ 質問で、「いくつでも」のように複数回答を認めている場合は、その回答率の合計 

は１００．０％を超える場合があります。 
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７ 参考資料 

   

○ 16 年調査との比較にあたっては、 

  「平成１６年度 男女共同参画に関する意識調査」（平成１７年３月） 

 の調査結果を使用しています。 

 

○ 12 年調査との比較にあたっては、 

  「男女平等に関する市民アンケート調査」（平成１２年１０月） 

 の調査結果を使用しています。 

 

○ 北海道との比較にあたっては、 

  「平成１８年度 道民意識調査」（平成１８年１０月） 

 の調査結果を使用しています。 

 

○ 国との比較にあたっては、 

  「男女共同参画社会に関する世論調査」（内閣府 平成１９年８月） 

 の調査結果を使用しています。 
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Ⅱ 調査の結果 

 

１ 言葉について 

 

問１ 

 男女共同参画に関する言葉のうち、見たり聞いたりしたことがあるものを聞いたところ、「男

女雇用機会均等法」と答えた人の割合は 81.6％、「育児介護休業法」と答えた人の割合は 75.2％

と高く、以下「配偶者からの暴力の防止及び被害者の保護に関する法律」（67.8％）、「男女共同

参画社会基本法」（43.3％）、「女子差別撤廃条約」（41.3％）の順となっている。 

（複数回答、上位５項目） 

 

○性別で見ると、「男女雇用機会均等法」と答えた人の割合は男性で 85.8％と高く、「育児介護

休業法」「配偶者からの暴力の防止及び被害者の保護に関する法律」と答えた人の割合は女性で、

「男女共同参画社会基本法」「女子差別撤廃条約」と答えた人の割合は男性で、それぞれ高くな

っている。 

 

○年齢別で見ると、「男女雇用機会均等法」と答えた人の割合は 20 歳代で 90.3％と高く、「育

児介護休業法」「配偶者からの暴力の防止及び被害者の保護に関する法律」と答えた人の割合は

50 歳代で、「男女共同参画社会基本法」と答えた人の割合は 60 歳以上で、「女子差別撤廃条約」

と答えた人の割合は 20 歳代で、それぞれ高くなっている。 

 

○国と比べて見ると、「女子差別撤廃条約」と答えた人の割合は国の 35.3％に対し、帯広市は

41.3％と高く、「ポジティブ・アクション（積極的改善措置）」と答えた人の割合は国の 17.1％

に対し、帯広市は 13.9％と低くなっている。 

 

○16 年調査と比べて見ると、「ジェンダー（社会的性別）」と答えた人の割合は 16 年調査の 

25.7％に対し今回調査は 27.7％と高く、「育児介護休業法」と答えた人の割合は 16 年調査の

84.2％に対し今回調査は 75.2％と低くなっている。 
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無回答　　　　　　　

見たり聞いたりしたものはない

ポジティブ・アクション　　
（積極的改善措置）　　

ワーク・ライフ・バランス※　
（仕事と生活の調和）　　

ジェンダー（社会的性別）　

女子差別撤廃条約　　　

男女共同参画社会基本法　

配偶者からの暴力の防止及び
被害者の保護に関する法律

育児介護休業法　　　　

男女雇用機会均等法※

20～29歳

30～39歳

40～49歳

50～59歳

60歳以上

図１　見たり聞いたりしたことのある言葉

（％） （％）※印の言葉は、16年調査
　 をしていません。
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問２ 

 「男は仕事、女は家庭」という考え方についてどう思うか聞いたところ、「反対」とする人の

割合は 50.5％（「どちらかといえば反対」30.6％＋「反対」19.9％）、「賛成」とする人の割合

は 41.7％（「賛成」7.7％＋「どちらかといえば賛成」34.0％）となっている。 

 

○性別で見ると、「反対」とする人の割合は女性で 55.8％と高く、「賛成」とする人の割合は男

性で 48.7％と高くなっている。 

 

○年齢別で見ると、「反対」とする人の割合は 30 歳代で 63.4％と高く、「賛成」とする人の割

合は 60 歳以上で 50.3％と高くなっている。 

 

○国と比べて見ると、「反対」とする人の割合は国の 52.1％に対し帯広市は 50.5％、「賛成」と

する人の割合は国の 44.8％に対し帯広市は 41.7％と、帯広市がいずれも低くなっている。 
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図２－１　「男は仕事、女は家庭」の考え方
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わからない・
無回答

どちらかといえば賛成

賛成 反対

図２－２　「男は仕事、女は家庭」の考え方（16年調査）
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8.6

0% 20% 40% 60% 80% 100%

今回女性

今回男性

（男女別）

11.2

9.9

39.1

26.9

30.7

27.8

37.5

24.0

43.1

29.7

37.8

29.2

17.3

20.0

19.8

25.6

23.6

8.3

6.1

9.9

5.5

8.3

1.4

3.3

3.8

0% 20% 40% 60% 80% 100%

60歳以上

50～59歳

40～49歳

30～39歳

20～29歳

賛成 どちらかといえば賛成 どちらかといえば反対 反対

わからない・
無回答

賛成 反対
(年齢別)
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問３ 

 一般的に、共働き家庭での家事や育児の役割分担について、あなたはどのように考えるか聞

いたところ、「どちらでも手のあいている方が家事や育児をすればよい」と答えた人の割合は 

49.9％と最も高く、次いで「家事や育児は主として女性が行い、男性は女性を手伝う程度でよ

い」と答えた人の割合は 26.8％、「男女とも同じように家事や育児を行うのがよい」と答えた

人の割合は 18.9％となっている。 

 

○男女別に見ると、「どちらでも手のあいている方が家事や育児をすればよい」と答えた人の割

合は女性で 55.4％と高く、「家事や育児は主として女性が行い、男性は女性を手伝う程度でよ

い」と答えた人の割合は 60 歳以上で、「男女とも同じように家事や育児を行うのがよい」と答

えた人の割合は 20 歳代で、それぞれ高くなっている。 

 

○年齢別で見ると、「どちらでも手のあいている方が家事や育児をすればよい」と答えた人の割

合は 50 歳代で 56.9％と高く、「家事や育児は主として女性が行い、男性は女性を手伝う程度で

よい」と答えた人の割合は 60 歳以上で、「男女とも同じように家事や育児を行うのがよい」と

答えた人の割合は 20 歳代で、それぞれ高くなっている。 

 

○16 年調査と比べて見ると、「家事や育児は主として女性が行い、男性は女性を手伝う程度で

よい」と答えた人の割合は 16 年調査の 21.9％に対し今回調査は 26.8％と高く、「どちらでも手

のあいている方が家事や育児をすればよい」と答えた人の割合は 16 年調査の 54.3％に対し今

回調査は 49.9％と低くなっている。 
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図３　共働き家庭での家事・育児の役割分担
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問４ 

 男性が家事、子育てや教育、介護、地域活動（ボランティア活動など）に参加した場合、ど

のような変化がもたらされるか聞いたところ、「家事などの重要性に対する男性の認識が深ま

る」と答えた人の割合は 72.1％、「家庭における夫婦や親子の絆が深まる」と答えた人の割合

は 68.4％、「男性の家庭や社会に対する理解が深まり、視野が広がる」と答えた人の割合は

65.0％と高く、以下「仕事と家庭生活のバランスがとれた生き方ができる男性が増える」

（61.1％）、「女性の家事負担が減り、女性の就労や社会参加が容易になる」（51.8％）の順とな

っている。（複数回答、上位５項目） 

 

○性別で見ると、「家事などの重要性に対する男性の認識が深まる」「家庭における夫婦や親子

の絆が深まる」「男性の家庭や社会に対する理解が深まり、視野が広がる」「仕事と家庭生活の

バランスがとれた生き方ができる男性が増える」「女性の家事負担が減り、女性の就労や社会参 

加が容易になる」と答えた人の割合は女性で、それぞれ高くなっている。 

 

○年齢別で見ると、「家事などの重要性に対する男性の認識が深まる」と答えた人の割合は 30

歳代で 81.1％と高く、「家庭における夫婦や親子の絆が深まる」「男性の家庭や社会に対する理

解が深まり、視野が広がる」と答えた人の割合は 20 歳代で、「仕事と家庭生活のバランスがと

れた生き方ができる男性が増える」「女性の家事負担が減り、女性の就労や社会参加が容易にな

る」と答えた人の割合は 50 歳代で、それぞれ高くなっている。 

 

○16 年調査と比べて見ると、「労働時間数の減少や企業内での昇進の遅れなどにより、収入が

減る」と答えた人の割合は 16 年調査の 13.0％に対し今回調査は 14.6％と高く、「女性の家事負

担が減り、女性の就労や社会参加が容易になる」と答えた人の割合は 16 年調査の 57.1％に対

し今回調査は 51.8％と低くなっている。 
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わからない・無回答　　　　　　

その他　　　　　　　　　　

男らしさが否定される　　　　　

仕事を最優先にする人が減り、日本　
経済の活力が衰える

労働時間数の減少や企業内での昇進
の遅れなどにより、収入が減る

人々の地域社会に対する親しみや　　
連帯感が高まる

企業が男性の家事などへの画の重要
性を認識することにより、労働時間

短縮や休暇制度の整備が進む

女性の家事負担が減り、女性の就労
や社会参加が容易になる

仕事と家庭生活のバランスがとれた
生き方ができる男性が増える

男性の家庭や社会に対する理解が　　
深まり、視野が広がる

家庭における夫婦や親子の絆が　　　
深まる　　　

家事などの重要性に対する男性の 
認識が深まる

20～29歳
30～39歳
40～49歳
50～59歳
60歳以上

図４　男性の家事参加によってもたらされる変化

（％）（％）
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問５ 

 今後、男性が女性とともに家事、子育て、介護、地域活動に参加していくためには、どのよ

うなことが必要か聞いたところ、「夫婦や家族間でのコミュニケーションをよくはかること」と

答えた人の割合は 71.9％と最も高く、次いで「男性が家事などに参加することに対する男性自

身の抵抗感をなくすこと」と答えた人の割合は 59.3％、以下「社会の中で、男性による家事、

子育て、介護、地域活動についても、その評価を高めること」（56.0％）「労働時間短縮や休暇

制度を普及することで、仕事以外の時間をより多く持てるようにすること」（47.5％）、「年配者

やまわりの人が、夫婦の役割分担等についての当事者の考え方を尊重すること」（46.8％）の順

となっている。（複数回答、上位５項目） 

 

○性別で見ると、「夫婦や家族間でのコミュニケーションをよくはかること」「男性が家事など

に参加することに対する男性自身の抵抗感をなくすこと」「社会の中で、男性による家事、子育 

て、介護、地域活動についても、その評価を高めること」と答えた人の割合は女性で、「労働時

間短縮や休暇制度を普及することで、仕事以外の時間をより多く持てるようにすること」と答

えた人の割合は男性で、「年配者やまわりの人が、夫婦の役割分担等についての当事者の考え方

を尊重すること」と答えた人の割合は女性で、それぞれ高くなっている。 

 

○年齢別で見ると、「夫婦や家族間でのコミュニケーションをよくはかること」と答えた人の割

合は 20 歳代で 77.8％と高く、「男性が家事などに参加することに対する男性自身の抵抗感をな

くすこと」と答えた人の割合は 50 歳代で、「社会の中で、男性による家事、子育て、介護、地

域活動についても、その評価を高めること」と答えた人の割合は 30 歳代で、「労働時間短縮や

休暇制度を普及することで、仕事以外の時間をより多く持てるようにすること」と答えた人の

割合は 20 歳代で、「年配者やまわりの人が、夫婦の役割分担等についての当事者の考え方を尊

重すること」と答えた人の割合は 60 歳以上で、それぞれ高くなっている。 

 

○北海道と比べて見ると、「家庭や地域活動と仕事の両立などの問題について、男性が相談しや 

すい窓口を設けること」と答えた人の割合は北海道の 23.1％に対し帯広市は 38.6％、「男性が

子育てや介護、地域活動を行うための、仲間（ネットワーク）作りをすすめること」と答えた

人の割合は北海道の 20.5％に対し帯広市は 34.5％と、帯広市がいずれも高くなっている。 

 

○国と比べて見ると、「年配者やまわりの人が、夫婦の役割分担等についての当事者の考え方を

尊重すること」と答えた人の割合は国の 29.3％に対し帯広市は 46.8％、「家庭や地域活動と仕

事の両立などの問題について、男性が相談しやすい窓口を設けること」と答えた人の割合は国

の 23.3％に対し帯広市は 38.6％と、帯広市がいずれも高くなっている。 

 

 

 

 



- 14 - 

1.2

20.4

18.9

20.4

23.3

32.1

29.3

40.0

43.0
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23.1

31.1

34.3

44.4

50.6

52.2

65.0

5.0

2.4

26.1

29.1

34.5

38.6

44.7

46.8

47.5

56.0

59.3

71.9

020406080100

今回調査

北海道

国 7.3

1.3

29.5

35.6

36.9

41.0

43.9

51.3

41.7

46.5

58.3

70.8

3.1

1.5

26.2

29.2

33.8

38.5

43.1

46.2

53.1

56.2

64.6

73.8

4

5.0

27.7

27.7

25.7

38.6

53.5

43.6

44.6

67.3

61.4

69.3

3.3

4.4

18.9

16.7

31.1

28.9

38.9

38.9

52.2

71.1

57.8

71.1

1.4

2.8

18.1

18.1

41.7

40.3

45.8

43.1

61.1

62.5

52.8

77.8

0 20 40 60 80 100

わからない・無回答　　　　　　　　

その他　　　　　　　　　　　

男性が家事などに参加することに対す
る女性の抵抗感をなくすこと

国や地方自治体などの研修等により、
男性の家事や子育て、介護等の技能を

高めること

男性が子育てや介護、地域活動を行う
ための、仲間（ネットワーク）作りを

すすめること

家庭や地域活動と仕事の両立などの　
問題について、男性が相談しやすい　

窓口を設けること

男性が家事、子育て、介護、地域活動
に関心を高めるよう啓発や情報提供を

行うこと

年配者やまわりの人が、夫婦の役割分
担等についての当事者の考え方を尊重

すること

労働時間短縮や休暇制度を普及するこ
とで、仕事以外の時間をより多く持てる

ようにすること

社会の中で、男性による家事、子育て、
介護、地域活動についても、その評価を

高めること

男性が家事などに参加することに対す
る男性自身の抵抗感をなくすこと

夫婦や家族間でのコミュニケーションを
よくはかること

20～29歳

30～39歳

40～49歳

50～59歳

60歳以上

図５　男性が家事、子育て、介護、地域活動に参加するために必要なこと

（％）
（％）
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問６－１ 希望優先度 

 生活の中での、仕事、家庭（家事・育児）、プライベートな時間（趣味など）の優先度につい

て、希望に最も近いものを聞いたところ、「仕事・家庭・プライベートを両立」と答えた人の割

合は 34.3％と最も高く、次いで「仕事と家庭優先」と答えた人の割合は 23.1％、以下「家庭優

先」（10.8％）、「仕事優先」（9.9％）、「家庭とプライベート優先」（9.6％）の順となっている。 

 

○性別で見ると、「仕事・家庭・プライベートを両立」と答えた人の割合は女性で 36.5％と高

く、「仕事と家庭優先」と答えた人の割合は男性で、「家庭優先」と答えた人の割合は女性で、

「仕事優先」と答えた人の割合は男性で、「家庭とプライベート優先」と答えた人の割合は女性

で、それぞれ高くなっている。 

 

○年齢別で見ると、「仕事・家庭・プライベートを両立」と答えた人の割合は 50 歳代で 37.7％

と高く、「仕事と家庭優先」と答えた人の割合は 60 歳以上で、「家庭優先」と答えた人の割合は

30 歳代で、「仕事優先」と答えた人の割合は 60 歳以上で、「家庭とプライベート優先」と答え

た人の割合は 40 歳代で、それぞれ高くなっている。 

 

問６－２ 現実優先度 

 生活の中での、仕事、家庭（家事・育児）、プライベートな時間（趣味など）の優先度につい

て、現実に最も近いものを聞いたところ、「仕事優先」と答えた人の割合が 26.5％と最も高く、

次いで「仕事と家庭優先」と答えた人の割合が 17.3％、以下「家庭優先」（17.0％）、「仕事・

家庭・プライベートを両立」（16.0％）、「家庭とプライベート優先」（10.8％）となっている。 

 

○性別で見ると、「仕事優先」と答えた人の割合は男性で 38.9％と高く、「仕事と家庭優先」「家

庭優先」と答えた人の割合は女性で、「仕事・家庭・プライベートを両立」と答えた人の割合は

男性で、「家庭とプライベート優先」と答えた人の割合は女性で、それぞれ高くなっている。 

 

○年齢別で見ると、「仕事優先」と答えた人の割合は 20 歳代で 44.4％と高く、「仕事と家庭優 

先」「家庭優先」と答えた人の割合は 30 歳代で、「仕事・家庭・プライベートを両立」「家庭と

プライベート優先」と答えた人の割合は 60 歳以上で、それぞれ高くなっている。 

 

図６－１　仕事、家庭（家事・育児）、プライベートの優先度
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10.8

5.0
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9.6

16.0
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26.5

9.9 0.9

1.3
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家庭優先

仕事とプライベート優先

仕事と家庭優先

家庭とプライベート優先

仕事・家庭・プライベート両立

無回答
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図６－２　仕事、家庭（家事・育児）、プライベートの優先度
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問７ 

 女性が職業をもつことについてどう考えるか聞いたところ、「子どもができたら職業をやめ、

大きくなったら再び職業をもつ方がよい」と答えた人の割合は 51.1％と最も高く、次いで「子

どもができても、ずっと職業を続ける方がよい」と答えた人の割合は 26.5％、「その他」（個人

の考え方、個々に選択など）と答えた人の割合は 7.2％となっている。 

 

○性別で見ると、「子どもができたら職業をやめ、大きくなったら再び職業をもつ方がよい」「子

どもができても、ずっと職業を続ける方がよい」と答えた人の割合は女性で、それぞれ高くな

っている。 

 

○年齢別で見ると、「子どもができたら職業をやめ、大きくなったら再び職業をもつ方がよい」

と答えた人の割合は 60 歳以上で 55.1％と高く、「子どもができても、ずっと職業を続ける方が

よい」と答えた人の割合は 30 歳代で高くなっている。 

 

○北海道と比べて見ると、「子どもができたら職業をやめ、大きくなったら再び職業をもつ方が 

よい」と答えた人の割合は北海道の 47.7％に対し帯広市は 51.1％、「子どもができても、ずっ

と職業を続ける方がよい」と答えた人の割合は北海道の 23.9％に対し帯広市は 26.5％と、帯広

市がいずれも高くなっている。 

 

○国と比べて見ると、「子どもができたら職業をやめ、大きくなったら再び職業をもつ方がよ 

い」と答えた人の割合は国の 33.0％に対し帯広市は 51.1％と高く、「子どもができても、ずっ

と職業を続ける方がよい」と答えた人の割合は国の 43.4％に対し帯広市は 26.5％と低くなって

いる。 

 

○16 年調査と比べて見ると、「子どもができたら職業をやめ、大きくなったら再び職業をもつ

方がよい」と答えた人の割合は 16 年調査の 50.6％に対し今回調査は 51.1％と高く、「子どもが

できても、ずっと職業を続ける方がよい」と答えた人の割合は 16 年調査の 28.5％に対し今回

調査は 26.5％と低くなっている。 
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図７　女性が職業をもつこと
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問８－１ 

 現在の社会は女性が働きやすい状況にあると思うか聞いたところ、「働きやすいとは思わな

い」とする人の割合は 52.7％（「あまり働きやすい状況にあるとは思わない」29.6％＋「働き

やすい状況にあるとは思わない」23.1％）、「働きやすい」とする人の割合は 29.9％（「大変働

きやすい状況にあると思う」1.7％＋「ある程度働きやすい状況にあると思う」28.2％）となっ

ている。 

 

○性別で見ると、「働きやすいとは思わない」とする人の割合は女性で 56.1％と高く、「働きや

すい」とする人の割合は男性で 35.0％と高くなっている。 

 

○年齢別で見ると、「働きやすいとは思わない」とする人の割合は 50 歳代で 61.6％と高く、「働

きやすい」とする人の割合は 40 歳代で 34.7％と高くなっている。 

 

○職業別で見ると、「働きやすいとは思わない」とする人の割合は主婦で 61.9％と高く、「働き

やすい」とする人の割合は公務員・教員で 41.5％と高くなっている。 

 

○16 年調査と比べて見ると、「働きやすい」とする人の割合は 16 年調査の 24.7％に対し今回調

査は 29.9％と高く、「働きやすいとは思わない」とする人の割合は 16 年調査の 59.5％に対し今

回調査は 52.7％と低くなっている。 

 

 

図８-１-１　現在の社会での女性の働きやすさ
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図８-１-２　現在の社会での女性の働きやすさ
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ある程度働きやすい 働きやすくないあまり働きやすくない

大変働きやすい

一概にはいえない

わからない・
無回答

（男女別）

4.9

2.9

26.3

20.2

36.6

25.7

18.2

30.8

32.7

39.0

25.9

18.2

31.4

36.4

19.9

29.2

14.6

23.5

17.1

18.2

20.0

27.3

7.7

3.6

4.5

2.9

0.8

1.2

2.6

31.8

35.4

22.7 22.7

13.1

12.8

13.2

4.9

1.2

0% 20% 40% 60% 80% 100%

無職

主婦

公務員・教員

民間会社・工場

自由業

商工サービス

農林漁業

働きやすくない働きやすい

ある程度働きやすい 働きやすくないあまり働きやすくない

大変働きやすい

一概にはいえない

わからない・
無回答

（職業別）
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問８－２ 

 問８－１で「３ あまり働きやすい状況にあるとは思わない」または「４ 働きやすい状況

にあるとは思わない」とお答えの方に、それはどのような理由からか聞いたところ、「労働条件

が整っていない」と答えた人の割合は 74.5％と最も高く、次いで「育児施設が十分整備されて

いない」と答えた人の割合は 69.9％、以下「働く場が限られている」（65.3％）、「昇進、教育

訓練等に男女の差別的扱いがある」（38.7％）、「結婚・出産退職の慣行がある」（36.8％）の順

となっている。（複数回答、上位５項目） 

 

○性別で見ると、「労働条件が整っていない」と答えた人の割合は男性で 76.8％と高く、「育児

施設が十分整備されていない」と答えた人の割合は女性で、「働く場が限られている」「昇進、

教育訓練等に男女の差別的扱いがある」「結婚・出産退職の慣行がある」と答えた人の割合は男

性で、それぞれ高くなっている。 

 

○年齢別で見ると、「労働条件が整っていない」「育児施設が十分整備されていない」と答えた

人の割合は 20 歳代で高く、「働く場が限られている」と答えた人の割合は 60 歳以上で、「昇進、

教育訓練等に男女の差別的扱いがある」と答えた人の割合は 50 歳代で、「結婚・出産退職の慣

行がある」と答えた人の割合は 20 歳代で、それぞれ高くなっている。 

 

○16 年調査と比べて見ると、「働く場が限られている」と答えた人の割合は 16 年調査の 55.1％

に対し今回調査は 65.3％と高く、「家庭の理解、協力が得にくい」と答えた人の割合は 16 年調

査の 43.5％に対し今回調査は 34.9％と低くなっている。 
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9.4

2.4

36.0

41.1

34.0

42.8

49.2

54.9

64.3

63.3

4.0

3.4

29.9

38.8

43.5

44.6

46.6

55.1

73.8

71.4

3.5

1.1

25.0

33.6

34.9

36.8

38.7

65.3

69.9

74.5

020406080100

今回調査

16年調査

12年調査
0.9

5.6

23.5

31.2

40.2

30.8

35.9

64.5

70.9

73.1

1.4

0.0

27.5

37.7

26.1

47.1

43.5

66.7

68.1

76.8

0 20 40 60 80 100

わからない・無回答　　　　　

その他　　　　　　　　　

能力発揮の場が少ない　　　　

「男は仕事、女は家庭」という　　　
社会通念がある　　

家庭の理解、協力が得にくい　　

結婚・出産退職の慣行がある　　

昇進、教育訓練等に男女の差別的
扱いがある　

働く場が限られている　　　　　

育児施設が十分整備されていない　

労働条件が整っていない　　　

今回男性

今回女性

図８－２　現在の女性が働きやすい状況にあると思わない理由

（％） （％）
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問９ 

 あなたが、女性の人権が尊重されていないと感じるのは、どのようなことについてか聞いた

ところ、「家庭内での夫から妻への暴力」と答えた人の割合は 58.0％、「痴漢行為」と答えた人

の割合は 57.3％、「職場におけるセクシュアル・ハラスメント（性的いやがらせ）」と答えた人

の割合は 57.0 ％と高く、以下、「女性に対するストーカー（つきまとい行為）」（44.5％）、 

「売春・買春」（37.6％）の順となっている。 

（複数回答、上位５項目） 

 

○性別で見ると、「家庭内での夫から妻への暴力」と答えた人の割合は男性で 58.3％と高く、 

「痴漢行為」「職場におけるセクシュアル・ハラスメント（性的いやがらせ）」と答えた人の割

合は女性で、「女性に対するストーカー（つきまとい行為）」「売春・買春」と答えた人の割合は

男性で、それぞれ高くなっている。 

 

○年齢別で見ると、「家庭内での夫から妻への暴力」50 歳代で 61.5％と高く、「痴漢行為」と答

えた人の割合は 20 歳代で、「職場におけるセクシュアル・ハラスメント（性的いやがらせ）」と

答えた人の割合は 30 歳代で、「女性に対するストーカー（つきまとい行為）」「売春・買春」と

答えた人の割合は 60 歳代以上で、それぞれ高くなっている。 

 

○16 年調査と比べてみると、「女性のヌード写真などを掲載した雑誌」と答えた人の割合は 16

年調査の 20.0％に対し今回調査は 23.7％と高く、「女性の働く風俗営業」と答えた人の割合は

16 年調査の 32.6％に対し今回調査は 28.5％と低くなっている。 
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9.4

2.9

6.7

11.5

11.8

24.9

26.9

28.5

36.9

42

57.1

58

57.8

8.4

1.7

7.3

10.4

11.8

21.9

20.5

28.5

38.5

48.3

56.9

56.3

58.3

4.8

3.2

9.3

8.1

9.1

20

23.1

32.6

39.5

44.5

59.7

55.9

60.1

8.9

2.4

7.0

11.1

11.8

23.7

24.3

28.5

37.6

44.5

57.0

57.3

58.0

020406080100

今回調査

16年調査

今回男性

今回女性 10.3

1.3

7.4

12.8

15.1

31.1

32.1

35.9

44.2

49.0

56.1

55.8

58.3

10.8

2.3

2.3

10.0

11.5

30.8

26.2

30.0

40.8

41.5

56.2

56.9

61.5

8.9

4.0

5.9

12.9

5.9

13.9

19.8

19.8

31.7

43.6

56.4

60.4

55.4

1.1

2.2

12.2

7.8

7.8

8.9

7.8

15.6

20.0

32.2

61.1

53.3

60.0

9.7

5.6

8.3

6.9

11.1

11.1

13.9

22.2

33.3

47.2

58.3

65.3

51.4

0 20 40 60 80 100

わからない・無回答　　　　　　　

その他　　　　　　　　　　　　

特にない　　　　　　　　　　　

女性の容ぼうを競うミス・コンテスト　　

「令夫人」、「○○女史」のように女性
にだけ用いられる言葉

女性のヌード写真などを掲載した雑誌

女性の体の一部や媚びたポーズ・視
線を、内容に関係なく使用した広告

など

女性の働く風俗営業　　　　　　　

売春・買春　　　　　　　　　　

女性に対するストーカー　　　　
（つきまとい行為）　　　　　　

職場におけるセクシュアル・　　
ハラスメント（性的いやがらせ）　　

痴漢行為　　　　　　　　　　　

家庭内での夫から妻への暴力　　　

20～29歳

30～39歳

40～49歳

50～59歳

60歳以上

図９　女性の人権が尊重されていないと感じること

（％）
（％）
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問 10 

 性犯罪や配偶者からの暴力など、女性に対する暴力をなくすために、どのようにしたらよい

か聞いたところ、「被害女性のための相談機関や保護施設を整備する」と答えた人の割合は

65.2％、「捜査や裁判における担当者に女性を増やすなど、被害を受けた女性が届けやすいよう

な環境をつくる」と答えた人の割合は 64.7％と高く、以下、「過激な暴力表現を扱ったビデオ

ソフト、ゲームソフト等の販売や貸出を制限する」（56.3％）、「犯罪の取り締まりを強化する」

（55.7％）、「法律・制度の制定や見直しを行う」（55.6％）の順となっている。 

（複数回答、上位５項目） 

 

○性別で見ると、「被害女性のための相談機関や保護施設を整備する」「捜査や裁判における担

当者に女性を増やすなど、被害を受けた女性が届けやすいような環境をつくる」「過激な暴力表

現を扱ったビデオソフト、ゲームソフト等の販売や貸出を制限する」と答えた人の割合は女性

で高く、「犯罪の取り締まりを強化する」と答えた人の割合は男性で、「法律・制度の制定や見

直しを行う」と答えた人の割合は女性で、それぞれ高くなっている。 

 

○年齢別で見ると、「被害女性のための相談機関や保護施設を整備する」と答えた人の割合は

40 歳代で 68.3％と高く、「捜査や裁判における担当者に女性を増やすなど、被害を受けた女性

が届けやすいような環境をつくる」と答えた人の割合は 20 歳代で、「過激な暴力表現を扱った

ビデオソフト、ゲームソフト等の販売や貸出を制限する」と答えた人の割合は 60 歳以上で、「犯

罪の取り締まりを強化する」と答えた人の割合は 20 歳代で、「法律・制度の制定や見直しを行

う」と答えた人の割合は 30 歳代で、それぞれ高くなっている。 

 

○16 年調査と比べて見ると、「過激な暴力表現を扱ったビデオソフト、ゲームソフト等の販売

や貸出を制限する」と答えた人の割合は 16 年調査の 49.4％に対し今回調査は 56.3％と高く、

「被害女性のための相談機関や保護施設を整備する」と答えた人の割合は 16 年調査の 76.3％

に対し今回調査は 65.2％と低くなっている。 
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4.1

3.6

24.9

33.1

35.7

38.6

56.8

54.9

59.2

66.4

69.3

3.8

2.1

31.3

31.3

43.1

41.3

53.8

56.9

52.1

62.2

59.4

1.8

4.3

26.3

36.4

42.1

38.5

56.7

53.8

49.4

74.1

76.3

3.9

3.0

27.5

32.3

38.7

39.7

55.6

55.7

56.3

64.7

65.2

020406080100

今回調査

16年調査

今回男性

今回女性 4.5

1.9

34.3

35.6

43.9

43.6

50.3

55.8

66.0

62.5

62.8

3.1

1.5

28.5

33.8

40.0

43.8

56.2

50.0

61.5

65.4

66.9

5.0

3.0

21.8

33.7

37.6

39.6

60.4

54.5

51.5

67.3

68.3

2.2

4.4

14.4

23.3

24.4

32.2

63.3

57.8

42.2

63.3

65.6

4.2

8.3

20.8

25.0

33.3

25.0

61.1

65.3

29.2

70.8

68.1

0 20 40 60 80 100

わからない・無回答　　　　　　

その他　　　　　　　　　　　

被害女性を支援し、暴力に反対する
市民運動を盛り上げる

家庭における男女平等についての教育
を充実させる

学校における男女平等についての教育
を充実させる

メディア（テレビ・新聞・雑誌など）が自
主的取り組みを強化し、暴力を無批判

に取り扱わないようにする

法律・制度の制定や見直しを行う　　

犯罪の取り締まりを強化する　　　

過激な暴力表現を扱ったビデオソフト、
ゲームソフト等の販売や貸出を制限

する

捜査や裁判における担当者に女性を増
やすなど、被害を受けた女性が届けや

すいような環境をつくる

被害女性のための相談機関や保護　　
施設を整備する

20～29歳

30～39歳

40～49歳

50～59歳

60歳以上

図10　女性に対する暴力をなくすためにすること

（％） （％）
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問 11 

 女性の意見が政治や行政にどの程度反映されていると思うか聞いたところ、「反映されていな

い」とする人の割合は 56.1％（「あまり反映されていない」39.1％＋「ほとんど反映されてい

ない」17.0％）、「反映されている」とする人の割合は 32.8％（「十分反映されている」2.4％＋

「ある程度反映されている」30.4％）となっている。 

 

○性別で見ると、「反映されていない」とする人の割合は女性で 60.0％と高く、「反映されてい

る」とする人の割合は男性で 41.0％と高くなっている。 

 

○年齢別で見ると、「反映されていない」とする人の割合は 30 歳代で 67.7％と高く、「反映さ

れている」とする人の割合は 60 歳以上で 40.1％と高くなっている。 

 

○16 年調査と比べて見ると、「反映されていない」とする人の割合は 16 年調査の 56.7％に対し

今回調査は 56.1％、「反映されている」とする人の割合は 16 年調査の 33.0％に対し今回調査は

32.8％と、今回調査がいずれも低くなっている。 

 

 

 

 

 

図１１-１　女性の意見が政治や行政に反映されているか

30.6

30.4

41.5

39.1

15.2

17.0

8.7

10.2

2.4

2.4

1.6

0.9

0% 20% 40% 60% 80% 100%

16年調査

今回調査

反映されている

十分反映されている
ある程度反映されている

反映されていない

あまり反映されていない
ほとんど
反映されていない

その他

わからない・
無回答
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4.9

26.4

36.1

40.3

37.5

19.7

13.2

12.0

7.6

0.7 1.0

0.7

0% 20% 40% 60% 80% 100%

今回女性

今回男性

十分反映されている

ある程度反映されている あまり反映されていない

ほとんど反映
されていない

図１１-２　女性の意見が政治や行政に反映されているか

(男女別)
反映されている 反映されていない

その他

わからない・
無回答

37.5

30.0

25.7

21.1

18.1

38.8

43.1

36.6

44.4

30.6

12.2

18.5

20.8

23.3

22.2

8.7

6.2

11.9

7.8

25.0

2.6

2.3

3.0

2.2

1.4

2.0

1.1

0.3

0.0

2.8

0% 20% 40% 60% 80% 100%

60歳以上

50～59歳

40～49歳

30～39歳

20～29歳

反映されている 反映されていない

十分反映されている あまり反映されていない ほとんど反映され
ていない

その他 わからない・無回答ある程度反映されている

(年齢別)
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問 12 

 （ア）家庭生活で男女の地位は平等になっていると思うか聞いたところ、「男性の方が優遇さ

れている」とする人の割合は 56.8％（「男性の方が非常に優遇されている」9.8％＋「どちらか

といえば男性の方が優遇されている」47.0％）、「平等」と答えた人の割合は 23.8％、「女性の

方が優遇されている」とする人の割合は 10.3％（「どちらかといえば女性の方が優遇されてい

る」8.5％＋「女性の方が非常に優遇されている」1.8％）となっている。 

 

 （イ）職場で男女の地位は平等になっていると思うか聞いたところ、「男性の方が優遇されて

いる」とする人の割合は 69.9％、「平等」と答えた人の割合は 12.2％、「女性の方が優遇されて

いる」とする人の割合は 5.6％となっている。 

 

 （ウ）学校教育の場で男女の地位は平等になっていると思うか聞いたところ、「平等」と答え

た人の割合は 55.3％、「男性の方が優遇されている」とする人の割合は 18.9％、「女性の方が優

遇されている」とする人の割合は 5.6％となっている。 

 

 （エ）政治の場で男女の地位は平等になっていると思うか聞いたところ、「男性の方が優遇さ

れている」とする人の割合は 69.8％、「平等」と答えた人の割合は 14.5％、「女性の方が優遇さ

れている」とする人の割合は 2.1％となっている。 

 

 （オ）法律や制度の上で男女の地位は平等になっていると思うか聞いたところ、「男性の方が

優遇されている」とする人の割合は 47.6％、「平等」と答えた人の割合は 30.1％、「女性の方が

優遇されている」とする人の割合は 5.1％となっている。 

 

 （カ）社会通念・慣習・しきたりなどで男女の地位は平等になっていると思うか聞いたとこ

ろ、「男性の方が優遇されている」とする人の割合は 74.4％、「平等」と答えた人の割合は 9.9％、

「女性の方が優遇されている」とする人の割合は 3.7％となっている。 

 

 （キ）社会全体で男女の地位は平等になっていると思うか聞いたところ、「男性の方が優遇さ

れている」とする人の割合は 71.4％、「平等」と答えた人の割合は 11.6％、「女性の方が優遇さ

れている」とする人の割合は 4.7％となっている。 
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図１２　男女の地位の平等感
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16.2
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20.3

12.2

9.1

2.7

1.8

1.1

0.9

0.4

1.0

0.9

0.9

(ｷ)社会全体で

(ｶ)社会通念・慣習・しきたりなどで

(ｵ)法律や制度の上で

(ｴ)政治の場で

(ｳ)学校教育の場で

(ｲ)職場で

(ｱ)家庭生活で

男性が優遇 女性が優遇平等

わからない・
無回答

11.4

7.4

14.0

61.8

44.8

57.4

20.9

19.5

11.6

25.7

12.2

3.8

2.1

3.8

0.4

0.5

0.9

1.7国

北海道

今回調査

男性の方が非常に優遇されている
どちらかといえば男性の方が優遇されている
平　等
どちらかといえば女性の方が優遇されている
女性の方が非常に優遇されている
わからない・無回答

男性が優遇 女性が優遇平等（社会全体で）

わからない・
無回答

17.5

9.0

55.6

60.1

9.4

14.9 9.8

3.4

4.5

1.7

0.2

13.9

0% 20% 40% 60% 80% 100%

今回女性

今回男性

（社会全体　男女別）
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問 13 

 今後、男女が社会のあらゆる分野でもっと平等になるために、あなたが最も重要と思うこと

は何か聞いたところ、「女性を取り巻く様々な偏見、固定的な社会通念、慣習・しきたりを改め

ること」と答えた人の割合は 29.1％と最も高く、次いで「女性自身が経済力をつけたり、知識・

技術を習得するなど、積極的に力の向上を図ること」と答えた人の割合は 21.7％、以下「法律

や制度の上での見直しを行い、性差別につながるものを改めること」（12.8％）、「女性の就職、

社会参加を支援する施設やサービスの充実を図ること」（12.5％）、「行政や企業などの重要な役

職に一定の割合で女性を登用する制度を採用・充実すること」（11.3％）となっている。 

 

○性別で見ると、「女性を取り巻く様々な偏見、固定的な社会通念、慣習・しきたりを改めるこ 

と」と答えた人の割合は男性で 35.8％と高く、「女性自身が経済力をつけたり、知識・技術を

習得するなど、積極的に力の向上を図ること」と答えた人の割合は女性で、「法律や制度の上で

の見直しを行い、性差別につながるものを改めること」と答えた人の割合は男性で、「女性の就

職、社会参加を支援する施設やサービスの充実を図ること」「行政や企業などの重要な役職に一

定の割合で女性を登用する制度を採用・充実すること」と答えた人の割合は女性で、それぞれ

高くなっている。 

 

○年齢別で見ると、「女性を取り巻く様々な偏見、固定的な社会通念、慣習・しきたりを改める

こと」と答えた人の割合は 20 歳代で 40.3％と高く、「女性自身が経済力をつけたり、知識・技

術を習得するなど、積極的に力の向上を図ること」と答えた人の割合は 60 歳以上で、「法律や

制度の上での見直しを行い、性差別につながるものを改めること」と答えた人の割合は 20 歳代

で、「女性の就職、社会参加を支援する施設やサービスの充実を図ること」と答えた人の割合は

30 歳代で、「行政や企業などの重要な役職に一定の割合で女性を登用する制度を採用・充実す

ること」と答えた人の割合は 40 歳代で、それぞれ高くなっている。 

 

○北海道と比べて見ると、「女性自身が経済力をつけたり、知識・技術を習得するなど、積極的

に力の向上を図ること」と答えた人の割合は北海道の 19.2％に対し帯広市は 21.7％と高く、「女

性を取り巻く様々な偏見、固定的な社会通念、慣習・しきたりを改めること」と答えた人の割

合は北海道の 32.7％に対し帯広市は 29.1％と低くなっている。 

 

○国と比べて見ると、「女性を取り巻く様々な偏見、固定的な社会通念、慣習・しきたりを改め

ること」と答えた人の割合は国の 23.8％に対し帯広市は 29.1％と高く、「女性の就職、社会参

加を支援する施設やサービスの充実を図ること」と答えた人の割合は国の 18.8％に対し帯広市

は 12.5％と低くなっている。 
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図１３　男女が平等になるために重要なこと
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23.8

32.7
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23.1
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18.8

15.2
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7.3

9.2
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2.1

2.7

国

北海道

今回調査

法律や制度の上での見直しを行い、性差別につながるものを改めること

女性を取り巻く様々な偏見、固定的な社会通念、慣習・しきたりを改めること

女性自身が経済力をつけたり、知識・技術を習得するなど、積極的に力の向上を図ること

女性の就職、社会参加を支援する施設やサービスの充実を図ること

行政や企業などの重要な役職に一定の割合で女性を登用する制度を採用・充実すること

その他

わからない・無回答
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35.8
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14.6

9.4

12.0

10.4

11.8

7.3

11.5

14.6

1.7
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今回女性
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（男女別）
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24.0

27.7

34.7

33.3

40.3

28.2

26.9
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0% 20% 40% 60% 80% 100%

60歳以上

50～59歳

40～49歳

30～39歳

20～29歳

（年齢別）
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問 14 

 帯広市が男女共同参画社会づくりをすすめていくために、どのようなことが重要か聞いたと

ころ、「育児・保育サービスの充実など子育て支援を強化する」と答えた人の割合は 67.7％、「高

齢者や病人の施設や介護サービスを充実する」と答えた人の割合は 67.1％、「企業に対して、

男女がともに仕事と家庭を両立できる環境を整備するよう働きかける」と答えた人の割合は

63.0％と高く、以下、「女性の就職・再就職のための職業情報、職業訓練の機会を提供する」

（54.8％）「悩みや、問題解決を助ける相談窓口などの情報窓口を設ける」（50.6％）の順とな 

っている。（複数回答、上位５項目） 

 

○性別で見ると、「育児・保育サービスの充実など子育て支援を強化する」「高齢者や病人の施

設や介護サービスを充実する」「企業に対して、男女がともに仕事と家庭を両立できる環境を整

備するよう働きかける」「女性の就職・再就職のための職業情報、職業訓練の機会を提供する」

と答えた人の割合は女性で高く、「悩みや、問題解決を助ける相談窓口などの情報窓口を設ける」

と答えた人の割合は男性で高くなっている。 

 

○年齢別で見ると、「育児・保育サービスの充実など子育て支援を強化する」と答えた人の割合

は 30 歳代で 82.2％と高く、「高齢者や病人の施設や介護サービスを充実する」と答えた人の割

合は 60 歳以上で、「企業に対して、男女がともに仕事と家庭を両立できる環境を整備するよう

働きかける」と答えた人の割合は 20 歳代で、「女性の就職・再就職のための職業情報、職業訓

練の機会を提供する」と答えた人の割合は 30 歳代で、「悩みや、問題解決を助ける相談窓口な

どの情報窓口を設ける」と答えた人の割合は 60 歳以上で、それぞれ高くなっている。 

 

○16 年調査と比べて見ると、「女性の健康増進や母性保護を充実させる」と答えた人の割合は

16 年調査の 10.1％に対し今回調査は 28.2％、「市民への男女平等、男女共同参画に関する情報

提供や学習機会を充実する」と答えた人の割合は 16 年調査の 28.7％に対し今回調査は 42.6％

と、今回調査がいずれも高くなっている。 
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50.0

56.7

5.1

1.6

28.2

30.6

38.0

42.6

47.9

50.6
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67.1

67.7

020406080100

今回調査

16年調査

12年調査 5.5

1.3

28.8

34.9

37.8

49.7

44.6

54.8

50.3

61.2

76.0

61.2

4.6

0.8

23.8

27.7

38.5

40.0

50.8

54.6

55.4

61.5

70.8

69.2

5.0

3.0

23.8

25.7

31.7

38.6

46.5

46.5

59.4

63.4

65.3

66.3

3.3

0.0

30.0

28.9

37.8

33.3

48.9

38.9

62.2

64.4

48.9

82.2

7.0

4.2

37.5

26.4

47.2

33.3

58.3

45.8

56.9

70.8

47.2

76.4

0 20 40 60 80 100

わからない・無回答　　　　　

その他　　　　　　　　　　

女性の健康増進や母性保護を充実
させる

男女の平等と相互の理解や協力に
ついて広報・ＰＲする※

女性を政策や方針決定の場へ積極的
に登用すること※

市民への男女平等、男女共同参画に
関する情報提供や学習機会を充実

する

企業や経営者に対して男女平等の
考え方を啓発する

悩みや、問題解決を助ける相談窓口
などの情報窓口を設ける

女性の就職・再就職のための職業
情報、職業訓練の機会を提供する

企業に対して、男女がともに仕事と
家庭を両立できる環境を整備するよう

働きかけること※

高齢者や病人の施設や介護サービス
を充実する※

育児・保育サービスの充実など子育て
支援を強化する

20～29歳

30～39歳

40～49歳

50～59歳

60歳以上
※ 印の言葉は、12年と 16年
    調査をしていません。

図14　帯広市が男女共同参画をすすめるために重要なこと

（％）
（％）
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Ⅲ 調査票 

 言葉についてお伺いします  

問１ 次の言葉のうち、見たり聞いたりしたことがあるものを、いくつでもお選びくだ 

さい。 

    

１ 男女共同参画社会基本法 

   ２ 育児介護休業法 

   ３ 女子差別撤廃条約 

   ４ ジェンダー（社会的性別） 

   ５ ポジティブ・アクション（積極的改善措置） 

   ６ 配偶者からの暴力の防止及び被害者の保護に関する法律 

   ７ 男女雇用機会均等法 

   ８ ワーク・ライフ・バランス（仕事と生活の調和） 

   ９ 見たり聞いたりしたものはない 

 

 家庭生活についてお伺いします  

問２ 「男は仕事、女は家庭」という考え方がありますが、あなたはどう思いますか。次の

中から、１つだけお選びください。 

 

１ 賛成 

２ どちらかといえば賛成 

３ どちらかといえば反対 

４ 反対 

５ わからない 

 

問３ 一般的に、共働き家庭での家事や育児の役割分担について、あなたはどのように考え 

ますか。次の中から、１つだけお選びください。 

 

   １ 男女とも同じように家事や育児を行うのがよい 

   ２ どちらでも手のあいている方が家事や育児をすればよい 

   ３ 家事や育児は主として女性が行い、男性は女性を手伝う程度でよい 

   ４ 男性は家事や育児をしなくてもよい 

５ その他（具体的に                            ） 

   ６ わからない 
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問４ 男性が家事、子育てや教育、介護、地域活動（ボランティア活動など）に参加した場合、 

どのような変化がもたらされると思いますか。次の中から、いくつでもお選びください。 

 

  １ 家事などの重要性に対する男性の認識が深まる 

  ２ 仕事を最優先にする人が減り、日本経済の活力が衰える 

  ３ 企業が男性の家事などへの参画の重要性を認識することにより、労働時間短縮や休暇

制度の整備が進む 

  ４ 仕事と家庭生活のバランスがとれた生き方ができる男性が増える 

  ５ 女性の家事負担が減り、女性の就労や社会参加が容易になる 

  ６ 男性の家庭や社会に対する理解が深まり、視野が広がる 

  ７ 家庭における夫婦や親子の絆が深まる 

  ８ 労働時間数の減少や企業内での昇進の遅れなどにより、収入が減る 

  ９ 人々の地域社会に対する親しみや連帯感が高まる 

  10 男らしさが否定される 

  11 その他（具体的に                            ） 

  12 わからない 

 

問５ 今後、男性が女性とともに家事、子育て、介護、地域活動に参加していくためには、 

どのようなことが必要だと思いますか。次の中から、いくつでもお選びください。 

 

  １ 男性が家事などに参加することに対する男性自身の抵抗感をなくすこと 

  ２ 男性が家事などに参加することに対する女性の抵抗感をなくすこと 

  ３ 夫婦や家族間でのコミュニケーションをよくはかること 

  ４ 年配者やまわりの人が、夫婦の役割分担等についての当事者の考え方を尊重すること 

  ５ 社会の中で、男性による家事、子育て、介護、地域活動についても、その評価を高め

ること 

  ６ 労働時間短縮や休暇制度を普及することで、仕事以外の時間をより多く持てるように

すること 

  ７ 男性が家事、子育て、介護、地域活動に関心を高めるよう啓発や情報提供を行うこと 

  ８ 国や地方自治体などの研修等により、男性の家事や子育て、介護等の技能を高めるこ

と 

  ９ 男性が子育てや介護、地域活動を行うための、仲間（ネットワーク）作りをすすめる

こと 

  10 家庭や地域活動と仕事の両立などの問題について、男性が相談しやすい窓口を設ける

こと 

  11 その他（具体的に                           ） 

  12 わからない 
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問６－１ 生活の中での、仕事、家庭（家事・育児）、プライベートな時間（趣味など）の 

優先度についてお伺いします。まず、あなたの希望に最も近いものを次の中から、 

１つだけお選びください。 

 

   １ 仕事優先 

   ２ 家庭優先 

   ３ プライベートな時間優先 

   ４ 仕事と家庭優先 

   ５ 仕事とプライベート優先 

   ６ 家庭とプライベート優先 

   ７ 仕事・家庭・プライベートを両立 

 

問６－２ 生活の中での、仕事、家庭（家事・育児）、プライベートな時間（趣味など）の 

優先度についてお伺いします。まず、あなたの現実（現状）に最も近いものを次の中か

ら、１つだけお選びください。 

 

   １ 仕事優先 

   ２ 家庭優先 

   ３ プライベートな時間優先 

   ４ 仕事と家庭優先 

   ５ 仕事とプライベート優先 

   ６ 家庭とプライベート優先 

   ７ 仕事・家庭・プライベートを両立 

 

 

 職業についてお伺いします  

問７ 女性が職業をもつことについて、あなたはどうお考えですか。次の中から、１つだけ 

お選びください。 

 

   １ 女性は職業をもたない方がよい 

   ２ 結婚するまでは、職業をもつ方がよい 

   ３ 子どもができるまでは、職業をもつ方がよい 

   ４ 子どもができても、ずっと職業を続ける方がよい 

   ５ 子どもができたら職業をやめ、大きくなったら再び職業をもつ方がよい 

   ６ その他（具体的に                           ） 

   ７ わからない 
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問８－１ 現在の社会は女性が働きやすい状況にあると思いますか。次の中から、１つだけ 

お選びください。 

 

  １ 大変働きやすい状況にあると思う 

２ ある程度働きやすい状況にあると思う 

  ３ あまり働きやすい状況にあるとは思わない 

  ４ 働きやすい状況にあるとは思わない 

  ５ 一概にはいえない 

  ６ わからない 

 

問８－２ 問８－１で「３ あまり働きやすい状況にあるとは思わない」または 

「４ 働きやすい状況にあるとは思わない」とお答えの方に伺います。 

それは、どのような理由からでしょうか。次の中から、いくつでもお選びください。 

 

  １ 働く場が限られている 

  ２ 能力発揮の場が少ない 

  ３ 労働条件が整っていない 

  ４ 育児施設が十分整備されていない 

  ５ 昇進、教育訓練等に男女の差別的扱いがある 

  ６ 結婚・出産退職の慣行がある 

  ７ 「男は仕事、女は家庭」という社会通念がある 

８ 家庭の理解、協力が得にくい 

  ９ その他（具体的に                           ） 

  10 わからない 
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 女性の人権について  

問９ あなたが、女性の人権が尊重されていないと感じるのは、どのようなことについて 

ですか。次の中から、いくつでもお選びください。 

 

   １ 売春・買春 

   ２ 女性の働く風俗営業 

   ３ 家庭内での夫から妻への暴力 

   ４ 職場におけるセクシュアル・ハラスメント（性的いやがらせ） 

   ５ 女性のヌード写真などを掲載した雑誌 

   ６ 女性の体の一部や媚びたポーズ・視線を、内容に関係なく使用した広告など 

   ７ 女性の容ぼうを競うミス・コンテスト 

   ８ 「令夫人」、「○○女史」のように女性にだけ用いられる言葉 

   ９ 女性に対するストーカー（つきまとい行為） 

   10 痴漢行為 

   11 その他（具体的に                           ） 

   12 特にない 

   13 わからない 

 

問 10 性犯罪や配偶者からの暴力など、女性に対する暴力をなくすために、どのようにした

らよいと思いますか。次の中から、いくつでもお選びください。 

 

１ 法律・制度の制定や見直しを行う 

２ 犯罪の取り締まりを強化する 

３ 捜査や裁判における担当者に女性を増やすなど、被害を受けた女性が届けやすい 

ような環境をつくる 

４ 被害女性を支援し、暴力に反対する市民運動を盛り上げる 

５ 被害女性のための相談機関や保護施設を整備する 

６ 家庭における男女平等についての教育を充実させる 

７ 学校における男女平等についての教育を充実させる 

８ メディア（テレビ、新聞、雑誌など）が自主的取り組みを強化し、暴力を無批判に

取り扱わないようにする 

９ 過激な暴力表現を扱ったビデオソフト、ゲームソフト等の販売や貸出を制限する 

10 その他（具体的に                            ） 

    11 わからない 
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 男女共同参画について  

 

問 11 あなたは、女性の意見が政治や行政にどの程度反映されていると思いますか。次の中 

から、１つだけお選びください。 

 

    １ 十分反映されている 

    ２ ある程度反映されている 

    ３ あまり反映されていない 

    ４ ほとんど反映されていない 

    ５ その他（具体的に                           ） 

    ６ わからない 

 

問 12 あなたは、次にあげるような分野で男女の地位は平等になっていると思いますか。 

１～６の中から、あなたの気持ちに最も近いものを１つだけお選びください。 

 

（ア）家庭生活で

（イ）職場で

（ウ）学校教育の場で

（エ）政治の場で

（オ）法律や制度の上で

（カ）社会通念・慣習

　　　しきたりなどで

（キ）社会全体で ６

６

６

６

６

６

６４

４

４

５

５

５

５

５

５

５

４

４

４

４

２

２

２

３

３

３

３

３

３

３

２

２

２

２

１

１

１

１

１

１

１

男性の方

が非常に

優遇され

ている　

れている

平等どちらか

といえば

男性の方

が優遇さ

れている

どちらか

といえば

女性の方

ている　が優遇さ

わからない女性の方

が非常に

優遇され
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問 13 今後、男女が社会のあらゆる分野でもっと平等になるために、あなたが最も重要と思う

ことは何ですか。次の中から、１つだけお選びください。 

 

   １ 法律や制度の上での見直しを行い、性差別につながるものを改めること 

   ２ 女性を取り巻く様々な偏見、固定的な社会通念、慣習・しきたりを改めること 

   ３ 女性自身が経済力をつけたり、知識・技術を習得するなど、積極的に力の向上を図る

こと 

   ４ 女性の就職、社会参加を支援する施設やサービスの充実を図ること 

   ５ 行政や企業などの重要な役職に一定の割合で女性を登用する制度を採用・充実する 

こと 

   ６ その他（具体的に                           ） 

   ７ わからない 

 

問 14 あなたは、帯広市が男女共同参画社会づくりをすすめていくために、どのようなことが

重要だと思いますか。次の中から、いくつでもお選びください。 

 

   １ 市民への男女平等、男女共同参画に関する情報提供や学習機会を充実する 

   ２ 悩みや、問題解決を助ける相談窓口などの情報窓口を設ける 

   ３ 育児・保育サービスの充実など子育て支援を強化する 

   ４ 高齢者や病人の施設や介護サービスを充実する 

   ５ 女性の就職・再就職のための職業情報、職業訓練の機会を提供する 

   ６ 女性の健康増進や母性保護を充実させる 

   ７ 企業や経営者に対して男女平等の考え方を啓発する 

   ８ 女性を政策や方針決定の場へ積極的に登用すること 

   ９ 企業に対して、男女がともに仕事と家庭を両立できる環境を整備するよう働きかける

こと 

   10 男女の平等と相互の理解や協力について広報・ＰＲする 

   11 その他（具体的に                             ） 

   12 わからない 

 

 

 


